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調査手順の概要

委託先：株式会社日本総合研究所

Ａ 大学発ベンチャー設立状況調査

○ 本調査は、全国の大学（大学院大学含む）、高等専
門学校に関連するベンチャー（以下大学発ベンチャー）
の件数と概要を把握することを目的として実施した。

○ 全国の全大学、高等専門学校に対しては、当該大学
等発のベンチャーとして認識している企業、インキュベーショ
ン施設、公認TLO、都道府県に対しては情報を把握して
いる企業をリストとして提出いただいた。

調査期間 2019年9月～2019年10月

対象機関 大学、高等専門学校、TLO、インキュベーション施設、
都道府県庁

手法
・郵送による依頼状送付
・システムによる回答エクセル配布
・メール、FAXによるエクセルの回収

回収率 851件/1,092件（77.9%）

Ｂ 大学発ベンチャー実態調査

○ 本調査では、前述の「大学発ベンチャー設立状況調査」
によって把握した企業に対し、企業の実態に関するウェブア
ンケートを実施した。

○ 各大学発ベンチャーの基本情報や主力製品・サービス、
及び人材、他社とのアライアンス等の状況についての調査を
実施し、回答をご提出いただいた。

調査期間 2019年11月～2019年12月

対象機関 設立状況調査によって把握した大学発ベンチャー企業

手法
・郵送による依頼状送付
・ウェブアンケートシステムによる回答
・ウェブへの入力（一部メール、FAXによる回答票の回
収）

回収数 413件（配布数：2505件、一部未着）



Ａ 大学発ベンチャー設立状況調査

Ｂ 大学発ベンチャー実態調査
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大学発ベンチャー企業数の推移
 2019年度調査において存在が確認された大学発ベンチャーは2,566社。2018年度
で確認された2,278社から288社増加し、過去最高の伸びを記録※。

※ 2019年9月時点。2019年新設企業が128社、2019年以前に設立されていたが前回調査で把握できなかった企業が261
社。閉鎖した企業は34社、大学発ベンチャーではなくなった企業は67社。うち、M&Aされた企業は5社。
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本調査では、下記の5つのうち1つ以上に当てはまるベンチャー企業を「大学発ベンチャー」と定義している。
1. 研究成果ベンチャー：大学で達成された研究成果に基づく特許や新たな技術・ビジネス手法を事業化する⽬的で新規に設立されたベンチャー
2. 共同研究ベンチャー：創業者の持つ技術やノウハウを事業化するために、設立5年以内に大学と共同研究等を⾏ったベンチャー
3. 技術移転ベンチャー：既存事業を維持・発展させるため、設立5年以内に大学から技術移転等を受けたベンチャー
4. 学⽣ベンチャー：大学と深い関連のある学⽣ベンチャー
5. 関連ベンチャー：大学からの出資がある等その他、大学と深い関連のあるベンチャー
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分類別大学発ベンチャー数の推移
 これまでの傾向と同様、「研究成果ベンチャー」が最も多く（58.6％、1,504社）、
「学生ベンチャー」がこれに続く（22.1%、568社）。

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率

１．研究成果ベンチャー
大学で達成された研究成果に基づく特許や新たな
技術・ビジネス手法を事業化する⽬的で新規に設
立されたベンチャー

1,107 60.0% 1,238 59.1% 1,341 58.9% 1,504 58.6%

２．共同研究ベンチャー
創業者の持つ技術やノウハウを事業化するために、
設立5年以内に大学と共同研究等を⾏ったベン
チャー

166 9.0% 191 9.1% 218 9.6% 193 7.5%

３．技術移転ベンチャー
既存事業を維持・発展させるため、設立5年以内
に大学から技術移転等を受けたベンチャー

73 4.0% 78 3.7% 95 4.2% 79 3.1%

４．学生ベンチャー
大学と深い関連のある学⽣ベンチャー

387 21.0% 436 20.8% 467 20.5% 568 22.1%

５．関連ベンチャー
大学からの出資がある等その他、大学と深い関連
のあるベンチャー

112 6.1% 132 6.3% 154 6.8% 210 8.2%

その他・分類不明 1 0.1% 18 0.9% 3 0.1% 12 0.5%

合計 1,846 100.0% 2,093 100.0% 2,278 100.0% 2,566 100.0%
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大学発ベンチャーのIPO、M&A
 IPO（株式公開）している大学発ベンチャーは65社、時価総額の合計は2.5兆円。
 Ｍ＆Ａによる解散は17社が把握された（2016年以降の数値）。

M&A
実施年 企業数 ベンチャー部類 業種 解散等数

2015年度
以前 4社

研究成果ベンチャー：2件
学⽣ベンチャー：1件
無回答：1件

バイオ・ヘルスケア：2社
ITアプリケーション：1社
その他・不明：1社

－

2016年度
（不明含む） 5社

研究成果ベンチャー：2件
共同研究ベンチャー：1件
無回答：2件

バイオ・ヘルスケア：2社
ITアプリケーション：1社
素材：2社

169社

2017年度 5社
研究成果ベンチャー：2件
学⽣ベンチャー：2件
技術移転ベンチャー：1件

バイオ・ヘルスケア：2社
ITアプリケーション：1社
環境テクノロジー：1社
その他・不明：1社

73社

2018年度 2社 研究成果ベンチャー：1件
共同研究ベンチャー：1件 バイオ・ヘルスケア：2社 144社

2019年度 5社
研究成果ベンチャー：2件
学⽣ベンチャー：1件
関連ベンチャー：2件

バイオ・ヘルスケア：3社
ITアプリケーション：1社
複数該当：1社

34社
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大学別ベンチャー数の推移
 東京大学発ベンチャーが最も多いが、京都大、大阪大、東北大、九州大、筑波大、
名古屋大等のベンチャーも増加し、トップ層ではその差が縮まりつつある。

大学名 2017年度 2018年度 2019年度
企業数 順位 企業数 順位 企業数 順位

東京大学 268 1 271 1 268 1
京都大学 154 2 164 2 191 2
大阪大学 102 4 106 4 141 3
東北大学 86 8 104 5 121 4
九州大学 88 5 90 6 117 5
筑波大学 104 3 111 3 114 6
名古屋大学 81 7 76 9 94 7
慶應義塾大学 69 11 81 8 85 8
早稲田大学 79 7 82 7 85 8
東京工業大学 69 9 66 10 75 10

デジタルハリウッド大学 53 10 51 11 70 11
広島大学 46 13 45 13 49 12
北海道大学 48 12 50 12 48 13
九州工業大学 44 15 42 15 44 14
龍谷大学 43 13 43 14 44 14
会津大学 32 18 33 16 35 16
神戸大学 32 16 28 19 35 16
静岡大学 22 23 25 22 32 18
岡山大学 32 16 30 17 32 18

東京理科大学 5 75 10 51 30 20
名古屋工業大学 27 19 28 19 29 21
電気通信大学 27 33 22 25 26 22

グロービス経営大学院大学 26 21 26 21 25 23
熊本大学 19 31 23 24 25 23
三重大学 23 23 21 26 25 23
立命館大学 28 20 29 18 24 26
千葉大学 16 39 17 39 22 27

横浜国立大学 19 29 20 28 21 28

※ 本調査の調査時点（2019年9月）と

大学におけるベンチャー創業把握
のタイムラグにより、調査時点で設
立されていない企業が一定数あると
考えられる。

※ また、2019年度調査では、大学によ

る確認プロセスを一部変更したため、
2018年度以前の数値とは単純に比
較できない。
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地域別大学発ベンチャー創出数の推移
 地域別では関東が最も多く、近畿、九州・沖縄と続く。2017年度と比較すると、中部、
九州・沖縄、近畿の増加率が大きい。
(社)

231 

1,026 

133 

408 

167 202 
241 

1,070 

142 

423 

167 
210 

246 

1,186 

173 

489 

180 
248 

6.5%

15.6%

30.1%

19.9%

7.8%

22.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

北海道・東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄

2017年度 2018年度 2019年度 2017年度からの増減率

大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
数

２
０
１
７
年
度
か
ら
の
増
減
率

※地域区分は経済産業省地方経済産業局の管轄区分による。



都道府県別大学発ベンチャー創出数
 東京都が最も多く767社、大阪府、京都府、福岡県、神奈川県と続く。

8
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業種県別大学発ベンチャー数の推移
 業種別では、バイオ・ヘルスケア・医療機器が最も多く、ついでIT（アプリケーション、ソフ
トウェア）、その他サービスの順に多く、これまでと同様の傾向。

 上記の業種については、2018年度と比べ10％前後の伸び率となった。
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Ａ 大学発ベンチャー設立状況調査

Ｂ 大学発ベンチャー実態調査
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 出口戦略は、新規株式公開（IPO）したい企業が最も多く54.2％（135社） 。
 事業売却（M&A）を出口戦略とする企業は15.3％（41社）存在し、平成20年
度同調査（4.4％）と比較すると、その割合は増加している。

 事業ステージがPoC前から単年度赤字までの企業はIPOが最も多く、単年黒字累積
赤字や累積赤字解消の企業は自社の売上規模等の拡大を目指す割合が多い。

大学発ベンチャーの出口戦略

54.2 

49.2 

50.6 

15.4 

17.4 

15.2 

15.3 

13.1 

7.8 

15.4 

7.2 

5.4 

6.8 

16.4 

15.6 

28.8 

26.1 

9.8 

3.4 

3.9 

7.7 

8.7 

1.1 

3.4 

2.6 

1.9 

5.8 

1.7 

3.3 

6.5 

15.4 

17.4 

15.2 

15.3 

18.0 

11.7 

15.4 

17.4 

53.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=410)

製品・サービス提供開始前（PoC※前）…

製品・サービス提供開始前（PoC※後）…

製品・サービス提供開始後（単年度赤字）…

製品・サービス提供開始後（単年度黒字且つ累積赤字）…

製品・サービス提供開始後（単年度黒字且つ累積赤字解消）…

新規株式公開したい（IPO） IPOではなく、自社又は事業の一部を他企業等に売却したい（M&A）
IPOやM&Aではなく、売上規模や従業員数の拡大を⽬指したい IPOやM&Aではなく、現在の売上規模や従業員数を維持できればいい
すでにIPOしている その他
特に考えていない 回答辞退N=410

事業ステージ別出口戦略



12

 全ての役職において理工系の大学・公的研究機関の研究者が最も多く、大企業の技
術者・研究者がそれに続く。

現在の経営層の経歴
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 経営人材、営業販売人材、財務人材は、獲得していないと回答した企業が最も多い。
 経営人材はVCからの紹介、研究開発人材は大学からの紹介が一定の割合を占める
が、全体として知人・取引先からの紹介が最も多い（52.5％）。

人材の獲得手段
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 VC等から受けた資金提供以外の支援として、経営陣の紹介（78.8％）、取締役とし
て経営陣に参入（72.9％）が効果があったととらえられている。

 効果がなかったという回答が最も多かったのは、営業販売人材の紹介（40.0％）。

VC等から受けた資金提供以外の支援とその効果

単回答
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 研究領域で多くの企業がアライアンスを実施しており、製造・生産や販売・マーケティング
領域でのアライアンスが少ない。

 現在のアライアンス先は大学・公的研究機関が多く、今後希望するアライアンスでは、い
ずれの領域でも大企業を挙げる企業が多い。

他者とのアライアンス
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開発(N=290)

製造・⽣産(N=281)

販売・マーケティング(N=293)

大学・公的研究機関 大企業（国内） 中小企業（国内）
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 販路開拓方法として、関係企業を通じた販路の紹介（5２.０%）、展示会やピッチ
イベント等の広告活動（36.8%）が有効であるとの回答が多かった。

顧客開拓に有効な方法

複数回答

17.4%

52.0%

12.1%
17.8%

36.8%

23.7%

7.5%

15.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
入
居
先
（
イ
ン
キ
ュ

ベ
ー
タ
）
・
金
融
機
関
等
を
通
じ
た
販
路
の
紹
介

関
係
企
業
（
共
同
研
究
先
や
取
引
先
、
出
資
を
受

け
た
企
業
等
）
を
通
じ
た
販
路
の
紹
介

外
部
営
業
人
材
の
獲
得
に
よ
る
営
業
力
の
強
化

商
社
を
活
用
し
た
代
理
販
売

広
告
活
動
（
展
示
会
や
ピ
ッ
チ
イ
ベ
ン
ト
等
、
関

心
を
有
す
る
来
場
者
へ
の
直
接
的
な
広
告
活
動
）

広
告
活
動
（W

eb

や
紙
面
広
告
等
、
不
特
定
多

数
に
対
す
る
広
告
活
動
）

そ
の
他

特
に
な
し

N=321（複数回答式のため、合計は100％にならない）

有効な販路開拓方法
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 大学施設の利用（55.0％）、ベンチャー企業の公認（34.8％）、インキュベーショ
ン施設への優先的な入居（32.7%）などの支援を大学から受けている企業が多い。

 創業当時は支援を受けていなかった企業が29.5％存在する。

大学からの支援

55.0%

32.7%

9.4%

2.3%

14.6%

16.1%

34.8%

3.8%

11.1%

5.0%

1.8%

20.5%

45.6%

26.0%

4.4%

3.2%

11.4%

7.0%

38.6%

1.8%

7.3%

5.8%

1.8%

29.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

大学施設・設備の利用

インキュベーション施設への優先的な入居

研究開発資金の供与（ギャップファンド含む）

ライセンス又はキャッシュフローの対価としての株式・新株予約権保有

特許戦略へのアドバイス

起業/経営相談

大学によるベンチャー企業の公認

経営陣の紹介

研究開発人材の紹介

販路開拓の支援

その他

支援は受けていない

創業当時受けていた支援(N=342) 現在受けている支援(N=347)

現在大学から受けている支援・創業当時受けていた支援
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 事業ステージを「前期」と「後期」に分類。また、前期は正社員数CAGR、後期は売上
高CAGRを成長指標として設定。

 前期と後期それぞれにおいて、成長指標の中央値以上を「高成長グループ」、中央値未
満を「低成長グループ」とし、両グループで実施率の差が見られるものを成長要因とした。

大学発ベンチャーの成長要因（分析の考え方）

※成長指標は5年間のCAGR。ただし、設立から5年未満の企業は、設立時から現在までの期間のCAGR。

ステージ 対象 成長指標

前期 POC前～POC後
正社員数CAGR

高成長グループ（23社）：30.8％（中央値）以上
低成長グループ（23社）：30.8％未満

後期 単年度赤字～単年度黒字・累積赤字解消
売上高CAGR

高成長グループ（54社）：14.9％（中央値）以上
低成長グループ（38社）：14.9％未満
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 ステージ前期では、VC等からの出資に加えて、CTOが大学等の研究者であることやイ
ンキュベーション施設の利用など、大学とのつながりの活用が成長要因と考えられる。

 ステージ後期では、大学とのつながりに加えて、企業とのアライアンスやCEOに企業経験
者を迎えるなど、企業とのつながりも成長に貢献していると考えられる。

 全体に、成長要因に関連するのは人材関係の項目が多く、大学発ベンチャーの成長に
おけるチームビルディングの重要性がうかがえる。

大学発ベンチャーの成長要因（分析結果）

※ 母数が限られてい
るため、有意性の
解釈には注意が必
要。また、昨年度
と異なる傾向が見
られる指標がある
が、各年度の回答
企業の属性の違い
が影響していると
考えられる。

30%

15%

20%

0%
-15%

ステージ前期企業
成長指標：正社員CAGR

CEOが大学・公的研究機関の
研究者の経歴有（理工系）(17.4)

30%

15%

20%

0%
-15%

CTOが大学・公的研究機関の研究者の経歴有（理工系）(41.9)

CTOが大学・公的研究機関の研究者を兼任（理工系）(37.2)

経営人材を知人・取引先等の
関係者から紹介(27.8)

研究開発人材を人材派遣・紹介会社
から紹介(30.0)

研究開発人材を自社HPで募集(27.3)

営業販売人材を人材派遣・紹介会社
から紹介(19.0)

エンジェル投資家・VCからの出資有(45.0)

VC等を通じた販路の紹介(28.6)

製造・生産に関する
アライアンスを実施(-23.8) 販売・マーケティングに関する

アライアンスを実施(-25.0)

商社を通じた代理販売(-19.0)

現在 インキュベーション施設への
優先的な入居(20.4)

創業時 大学によるベンチャーの公認(18.2)

ステージ後期企業
成長指標：売上高CAGR

CEOが大企業の技術者・研究者の
経歴有(17.3)

研究開発人材を人材派遣・紹介会社から紹介(26.7)

研究開発人材を自社HPで募集(15.9)

地方自治体等からの補助金採択実績有(15.6)

製造・生産に関するアライアンスを実施
(18.5)

現在海外市場をターゲットとしている(-20.9)

展示会やピッチイベント等、関心を有する
来場者への直接的な広告活動(-17.7)

現在 大学施設・設備の利用(18.5)
現在 インキュベーション施設への
優先的な入居(19.4)

創業時 インキュベーション施設への
優先的な入居(16.3)

創業時 起業/経営相談(16.3) 人材
資金

アライアンス

販路開拓

大学からの支援

()内は実施率の差

有意差あり

※有意差はカイ二乗検定
結果5%以下のもの

大学・公的研究機関とのアライアンスを実施
(17.4)

国内大企業とのアライアンスを実施
(18.9)

人材関係項目
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 大学発ベンチャーの資本金は、1,000万円以上5,000万円未満の企業が最も多く
105社、平均は8,689万円。

 正社員数は5人未満の企業が最も多く199社、平均は9.4人。

参考：調査回答企業の概要（資本金・従業員数）

資本金 正社員数
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82
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52 55
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 売上高は、1,000万円以上5,000万円未満の企業が最も多く113社、平均は9,120
万円。

 営業利益は、0円の企業が最も多く90社、平均は-1,519万円。

参考：調査回答企業の概要（売上高・営業利益）

売上高 営業利益
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40

23

113
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9 7
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 研究開発費は、1,000万円以上5,000万円未満の企業が最も多く97社、平均は1
億411万円。

参考：調査回答企業の概要（研究開発費）
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研究開発費
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 主力製品・サービスの関連技術分野は、バイオ・ヘルスケアが最も多く122社、ついでソ
フトウェア・アプリ、環境エネルギー、エレクトロニクスの順に多い。

 製品・サービスの供給形態としては、｢サービス／コンサルティング｣、｢最終財（企業向
け製品）｣が多く、合わせて7割を超える。

参考：調査回答企業の概要（主力製品・サービスの関連技術分野）

36件,

8.7%

122件,

29.5%

25件,

6.1%

15件, 

3.6%

26件,

6.3%

39件,

9.4%

28件, 6.8%

2件, 0.5%

56件, 13.6%

60件, 14.5%

4件, 1.0%

エレクトロニクス バイオ・ヘルスケア 医療機器
ロボティクス 素材 環境・エネルギー
AI・IoT 航空宇宙 ソフトウエア・アプリ
その他 回答辞退

N=413

145件,

35.1%

57件,

13.8%39件,

9.4%

157件, 

38.0%

15件,

3.6%

最終財（企業向け製品）
最終財（一般消費者向け製品）
部品・中間財
サービス／コンサルティング（受託研究開発を含む）
回答辞退

N=413

製品・サービス分野 製品・サービスの供給形態
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